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カード戦略の基本論理
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1.研究の目的・方法・対象

企業の抱えるマーケティング戦略課題の解決手段として，カードの有用

性が注目されてから久しし現在では多種類のカードが大量に発行されて

いる。しかしながら，多くの場合は，どのような戦略課題の解決のために

カードを発行するのか，あるいはどのようなカードが必要なのかといった，

カード発行の基本的論理を明確にしないままにカードが発行され，その結

果，カード運営に行き詰まりが生じ，さらにはカードの有用性に対する懐

疑論まで生じる状況に陥っているのが現状である。

従って，本論の目的は，カード発行によって解決が望まれる企業の戦略

課題を整理すること，そしてその戦略課題に応じて採用すべきカード・シ
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ステムおよびカード戦略を明確にすること，さらにはカード戦略成功の要

件を導き出し，最終的には，カード戦略策定のための基本論理を明らかに

することにある。

カード戦略に関する議論は，現在のところ，そのほとんどが実務レベル

のものであり，そこで使用される概念や論理枠組みは，各論者独特の用法

を持っている。従って，本論では，これらの概念と論理枠組みを解体し

マーケティング論的文脈のなかで再構成することにより，カード戦略に関

する議論の一般化と普遍化を試みている。

本論の研究対象となる企業は，なんらかの意味で自社のマーケティング

戦略課題を解決するためにカードを発行している企業すべてである。その

ため，カードの利用自体に直接の収益源を求める企業や事業部門のみなら

ず，カード運営によって間接的に収益の増加を狙おうとする他の企業や事

業部門も含まれる。本論は，カード戦略の一般的な基本論理の抽出にある

が，業種業態によって当然存在するカード戦略の相違については，適宜注

釈を加えておく。

2.カードの発行目的

カードを発行する具体的な目的は企業によって異なるが，最終的な目的

は共通して「顧客組織化を通じて，顧客ロイヤルティの獲得と維持を得る

こと」にある。顧客組織化とは，特定企業ないし特定!苫舗との間に，なん

らかの形で継続的な関係を結ぶ顧客集団を形成することであり，顧客ロイ

ヤルティとは，特定企業ないし特定庖舗に対して，顧客が継続的な取引関

係を持つこと，つまり忠誠を示すことである。

顧客組織化の目的は，最終的には顧客ロイヤルティの獲得と維持を得る

ことにあるが，組織化の対象となる顧客と，その顧客に対して展開しよう

とする事業によって，さらに4つの下位目的に分類される。組織化の対象

となる顧客は，既存客と将来の購買が予定される新規客に分類され，また

展開される事業は既存事業と新規事業 (l、わゆるニュービジネスと呼ばれ
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るものも含む)に分類されるため，組

織化の目的は表 1のようにまとめるこ

とができる。①の組織化では，既存客

の再購買率の向上が目的とされ，顧客

の固定化を狙うものである。①~①の

組織化では，すべて新市場の先行獲得

が目的とされる。ただし，①が新規事
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表1

既存客 新規客

① ① 

② ① 

業によって既存客の固定化を目的とするものであるのに対し，①と①は新

規客の獲得を目的とする。①と①の相違点は、新規客の獲得において既存

事業が展開されるか，あるいは新規事業が展開されるかであるO

顧客の組織化は，取引における 3つの要素である，商品・資金・情報の

管理を通じて行われる。商品管理とは，消費者欲求に適切に対応する商品

の品揃え問題であり，資金管理とは，商品入手に際しての決済手段の提供

に関わる問題である。情報管理とは，直接的間接的に商品購買を促進する

企業情報を消費者に提供することであり，顧客の組織化に当たっては，こ

れら 3つの要素のいずれか，またはその組み合わせが用いられる。これら

の管理問題は組織化を推進する企業のすべてに当てはまるが，最終消費者

(1) 実務的用語では，組織化の目的は様々に語られているが，いずれもこの 4つの

セルか，その組み合わせの中で説明することができる。例えば，細分化した市場

ごとにきめ細かなマーケテイングを行おうとする「ターゲット・マーケティング」

は，①に相当すると考えられる。また，将来の消費動向の指標となる顧客(イノ

ベーター)の抽出による新商品の開発や，顧客の消費生活に応じた商品集会の形

成を行おうとする「シーン・マーケティング」は，①や①に当てはまるであろう G

さらに，ホーム・ショッピングなど， iダイレクト・マーケテイング」展開のた

めの布石としての組織化も，①や④の範薦である。①の例としては，ホテルや不

動産会社が，将来需要確保のために顧客を組織化する場合が挙げられるだろう。

(2) 顧客組織化の手段としての生命保険会社や損害保険会社の提供する貸付業務

や，銀行口座からクレジット金額が引き落とされる決済サービス，さらに航空会

社や鉄道会社の乗車券販売は，一般に商品管理の問題として語られるが，決済管

理を一種の商品として提供していると考えられるため，これらは決済管理問題と

して捉えるのが妥当であろう O
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との聞にチャネルが存在する川上企業の場合は，これら 3つの管理分野に

おいて，チャ-ネル支援ないしチャネル排除といったチャネル管理の問題が

生じてくるため，顧客と直接接触する場を持つ川下企業の場合と区別して

論ずる必要があるだろう O 川上企業のチャネル管理問題に関する議論は，

別の機会に譲ることにする。

顧客組織化の過程には，大きく分けて 2つのパターンが存在する。一つ

は，あらかじめ何らかの形で顧客を組織化しそこで収集された情報を分

析することにより，次の販売促進に活かし，組織化された顧客のロイヤル

ティをさらに堅固にするとともに，新市場の獲得をも行おうとするやり方

である。もう一つは，まず何らかの形で顧客情報を収集しこれを分析す

ることによって販売促進を行い，顧客を組織化していこうとするものであ

る。この過程の基本的なノξターンは，図1に見られるように，顧客の組織

化から情報収集へ，そして収集された情報の分析に基づ、く販売促進から再

び顧客組織化へ，といったサイクルとして描くことができる。 2つのパター

ンの違いは，顧客組織化から始めるか，情報収集から始めるか，によって

生じている。

図1

では，顧客組織化というマーケティング戦略課題の解決手段として，な

ぜカードが用いられるのか，あるいはどのようなカードが有効なのか，カー

(3 ) 川上企業および川下企業という分類は概念的なものであり，例えば航空会社や

鉄道会社などは，チケットが代理屈を通して販売される場合には川上企業である

が，チケットで購入されるサービスの提供においては川下企業であるO
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ドの代替案としては何があるのかを，カード機能の分析を通して見てみる

ことにする。

3.カードの機能と種類

顧客組織化の手段としてのカードには，数多くの種類があるが，なかで

もクレジット・カードは，従来から顧客組織化に用いられる手段の代表的

なものとして語られてきた。従ってここでは，クレジット・カードの発行

目的を明確にすることにより，カードが顧客組織化において果たす役割，

即ち機能を明らかにする。と同時に，これによって，顧客組織化の代替手

段の広がりを特定することが可能になるであろう。

クレジット・カードの発行目的を概観してみると，そこには大きく 2つ

の流れがあることが理解できる。 1つは，対消費者取引における小口信用

取引の汎用化であり，もう 1つはマーケット・レーダーの構築と活用であ

る。

小口信用取引の汎用化とは，対消費者取引における決済の利便性の向上

であるが，これは伝統的な販売促進手法である消費者信用(コンシューマー

・クレジット)の利用を，より日常的な購買に浸透させようとする一連の

企業努力に端を発している。つまり，現金取引が習慣となっている対消費

者取引にあっては，しばしば生じる購買機会の喪失問題を，それまで限ら

れた範囲でしか用いられていなかった消費者信用の浸透によって，解決し

ようとしたことである。具体的には，カードを導入することによって，消

費者信用取引にともなう煩雑な手続きを簡略化するとともに，消費者信用

が利用できる商品対象を拡大することで，発生した販売機会を逃さずに捕

らえ，実際の取引を実現させることができることになる。と同時に，消費

者にとってクレジット・カードの所持は，流動的な購買機会を，迅速かつ

確実に購買へと結び付ける手段を入手することになるため，カード所持者

(4) 田村正紀「マーケット・レーダーJW国民経済雑誌』第156巻第5号， 1987， 

pp.77-94. 
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はカード発行企業ないしカード受入れ企業または!苫舗へのロイヤルティを

示すことになる。

しかしながら，このような決済における顧客への便宜を図るという考え

方は，当然、のことながら消費者信用取引の浸透とL寸発想だけにとどまら

ず，効果的効率的な決済形態を多様に展開してL、く流れへとつながってい

くO 結果として，従来のクレジット・カードに加え，現金の発展形である

デピット・カード(銀行POSカード)やプリペイド・カードが発行され

ることにより，即時払い，前払い，後払いの三形態が出揃うことになる。

従って，顧客組織化の手段としてのカード機能は， 1つは決済系機能で

あると考えられるが，この機能においては，決済の利便性向上という目的

にそって，①決済の軽便性(カード利用による決済の物理的手軽さ/空間

的移動効用の創出)，①決済の融通性(分割払い金額や前払い金額などを

多段階に設定すること等による決済の機能的手軽さ/時間的移動効用と質

的量的変換効用の創出入①決済機能形態の多様性(様々な支払い方法を

利用できることによる決済機能の品揃え)，が追求されるのが原則であ

る。

クレジット・カード発行のもう一つの目的である，マーケット・レー

ダーの構築と活用は，その内容が多様化すると同時に変化サイクルが短期

化する消費者欲求を的確かつ迅速に把握するために，顧客情報収集システ

ムを精微化する必要から生じてきている。このような状況の中にあって，

クレジット・カードは，その発行時に顧客の様々な属性情報を入手できる

とともに(静態情報の入手)，商品情報や決済情報と連結させることによ

って，顧客の購買行動を把握できるために(動態情報の入手)，従来の顧

(5 ) カードの決済機能についての理論的考察については，拙稿「マネー・マーケテ

イング理論序説J11経済研究論集(広島経済大学)dJ，第13巻第3号， 1990.9， 

pp.59-84 を参照されたL、。なお，三石氏はカード機能のーっとして，決済機能

(キャッシュレス機能)と販売信用機能を下位機能に持つ「金融系機能」を挙げ

ているが，本論での「決済系機能」とは用法的にほぼ同ーのものであると解釈で

きる。
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客情報収集システムを補完する手段として注目されるようになった。

ところが，顧客情報収集システムにおいて企業が収集し分析したし、情報

は，必ずしもクレジット・カードの発行と利用から入手できる情報とは一

致しない。顧客の消費動向の体系的把握のためには，対消費者取引におい

て生じる情報をすべて収集する必要があるか，または，クレジット・カー

ド利用客とは異なる顧客層の情報収集が必要であるO 従って，カード発行

の第二の目的にそって発行されるカードは，カードから顧客の 1Dが読み

取れるとL、う意味から，クレジット・カードだけでなく. 1 Dを付帯して

いる他の決済型カード(例えば，銀行POSカード)や，決済系機能を持

たない IDカードやメンバーズ・カードも含まれることになるであろう。

顧客が特定数の顔馴染み客である場合などでは， 1 Dカードも必要ではな

いと考えられる。さらに，顧客の消費動向の把握に当たっては， 1 Dレベ

ルで、の顧客情報を収集する必要がなく， POSやCATなどによって収集

される商品情報や決済情報で充分な場合もあるであろう。従って，顧客情

報収集の手段は，収集すべき情報が顧客の IDレベルでのものか否か， 1 

Dレベルのものが必要な場合でもカード化が必要かどうか，との観点に立

って選択すべきである。

ところで，収集された顧客情報は，分析の過程を経て，的確で迅速な商

品管理・資金管理・情報管理へと反映されるが，企業がこれを顧客個人レ

ベルにおいて行おうとする場合，クレジット・カードの持つ顧客 IDが重

要な情報となる。近年のダイレクト・マーケテイングや，いわゆる会員ビ

ジネスなどは，顧客 IDの利用により，顧客に対して個人レベルでのきめ

細かな対応が可能になり，顧客ロイヤルティ獲得と維持とを確実に行える

ことになる。

しかしながら，ここにおいても，選択すべき代替案が存在しているO 企

業が展開したい事業は，顧客 IDを特定化する必要があるのか否か，顧客

IDを特定化する必要がある場合でも，顧客名簿などの 1D情報のみで済

ますことができる性質のものであればカード化は必要ないが，商品販売の
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現場での対応や特定多数の顧客への対応が必要な場合は，決済型であれ非

決済型であれ， IDを特定化できるカードを発行する必要があるであろう O

以上のことから明らかなように 顧客組織化の手段としてのカード機能に

は，顧客 1D特定化機能があると考えられるが(1 D系機能)，顧客の消

費動向分析のために商品情報や決済情報と組み合わせて顧客情報を収集す

る機能があることを考慮すれば この機能を情報系機能と呼ぶこともでき

るであろう。

以上の情報系機能の議論に基づいて，選択すべきカードの種類をまとめ

たものが表2であるが，カードの決済系機能と 1D系機能(情報系機能)

との組み合わせから見たカード選択肢の問題は，表3にまとめた通りであ
わ

o

t

る

表2

一1DOの?必?要性」ニ~ド~の~利~用~目的 顧客情報収集 顧客管理

カード化必要 (1)ー① (3 )ー①

1 D必要

カード化不要 (1)ー① (3 )ー⑦

ID不要 (2 ) (4) 

(6) クレジット・カードに代表されるカード自体の機能には，決済系機能の他は，

顧客 1Dを特定化する機能しかない。しかしながら，この顧客 IDは，本論中に

あるように，顧客情報収集に使用されたり，あるいは顧客個人レベルにおける商

品管理-資金管理-情報管理の手段として使用されたりするため，この2つを区

別して考えることも可能である。三石氏の説では，この2つを区別して，前者が

情報系機能，後者がコミュニケーション系機能としているが，この区別は機能分

類の範鴎設定の問題に過ぎず，カード機能の解釈において，本論との実質的な相

違はない。

(7)詳しくは，拙稿「マネー マーケテイング理論序説J~経済研究論集(広島経

済大学)JI，第13巻第3号， 1990.9， pp.79-81を参照されたい。
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表3

情報系機能

1 D無1 D有

決
済
系
機
能

⑦ ① 有

① 無

カード戦略の諸形態4. 

以上に見たよう顧客組織化の手段として用いられるカードの機能には，

カードの発行と運営に決済系機能と ID系ないし情報系機能があり，

しかしなこの 2つの機能を共存させる場合が多く見られる。当たっては，

両者は目的をまったく異にする機能であることに留意する必元来，ヵiら，

要があるだろう。決済系機能を持つカードを発行・運営あるいは利用する

カードの利用自体が直接的に収益の増加をもたらすこと企業においては，

ID系ないし情報系機能を持なおかつ要求されるのに対し，が期待され，

カードの持つ情つカードを発行・運営あるいは利用する企業においては，

これによって報を基盤にして，商品管理・資金管理・情報管理を展開し，

カード白体の利用による収収益を上げることが期待かつ要求されるため，

この点を明確にしないままシステムづくりを行益は副次的なものとなる。

効果的効率的なカード戦略が実行されにくくなっていることは

否めないだろう。

うために，

一般にカード戦略と呼ばれるものには，大きこのような認識に立てば，

く分けて 2つのものがあると考えられる。一つは，決済系機能の発揮によ

って収益を上げることを目的とする事業において展開される戦略であり，

もう一つは ID系ないし情報系機能の発揮によって収益を上げることを目

カ的とする事業において展開される戦略である。前者の事業は，通常，
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ド・ビジネスと呼ばるのに対し 後者の事業は会員ビジネスまたはメン

ノξーズ・ビジネスと呼ばれ，それぞれ独立に存在するものであるが，さら

に，この両者の性格を帯びた，もう一つの事業が存在する。これを狭義の

カード・マーケティングと呼ぶことにするが，カードを発行・運営ないし

利用する企業の多くは，現時点では，この最後の範鴎に属している(図2)0 
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カード・ビジネス

このようなカードの2大機能に基づく事業分類は，原理的なものであり，

現実にカード戦略の基本性格を分析ないし決定する際には，自社の発行・

運営あるいは利用するカードが，カード・ビジネスおよび会員ビジネスの

性格をどれだけ帯びているかという視点から，両者の比率関係で考慮すべ

きであろう。ただし決済系機能を付帯しないカードによる会員ビジネス

が存在するのに対し，現実のカード・ビジネスにおいては，多少なりとも

会員ビジネスの性格を有することに留意したい。「会員」であることは，

顧客が，特定企業ないし特定庖舗との聞に，なんらかの形で継続的な関係

を結ぶことであると解釈すれば，会員ビジネスの呂的は，カード戦略の基

本的目標である顧客組織化と同義になるため，カード・ビジネスにおいて

も，会員ビジネス的性格が必然的に見出されることになるだろう O 従って，

いわゆる会員ビジネスとカード・ビジネスとの差異は，企業がカード所持

者に対して，会員としての明確な自覚を促すか否かにあると考えられ，カー

ド所持者が自己を会員として自覚する場合は， I堅固な組織化Jが行われ，

また，会員としての自覚が希薄な場合は， Iゆるやかな組織化」が行われ

ると見なすことができる。
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なお，会員ビジネスとカード・ビジネスの融合形を，狭義のカード・マー

ケティングと呼ぶのに対し，広義のカード・マーケティングでは，カード

によって企業の抱えるマーケティング戦略課題を解決するという意味合い

から，会員ビジネスとカード・ビジネスをも含むと解釈することができる

が，カード業界の慣例としては，会員ビジネスと狭義のカード・マーケテ

イングを，一般にカード・マーケティングと呼ぶことが多い。さらに，カー

ドを顧客に持ってもらうための活動，すなわちカードの市場導入活動を指

してカード・マーケティングと呼ぶ場合があることを付け加えておく。

5.カード戦略の成功と失敗類型

以上に述べたように，カード戦略は多少ともカード・ビジネス的側面と

会員ビジネス的側面を持っている。裏を返せば，両者の性格をいくらかで

も持つカード戦略を成功させるためには，第ーに追求する目的が異なる2

つのカード-システムをそれぞれ整備することが必要であり，その過程で

両者の融合を図ることが必要となる。この点から，カード戦略の成功と失

敗のパターンを整理すると表4のようになるO

表4

て二カード・ビジネス

整備 不備

メンノ〈ーズ了 整備 1 O 2 ム

不備 3 ム 4 × 

カード・ビジネスと会員ビジネスの両システムを整備することで成功す

る1.のバランス成功型以外は，すべて失敗型に属する。 4.の完全失敗型は

別として，カード戦略が失敗に陥るケースの多くは.2.または3.のタイプ
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に属している。

2.の失敗型は，カードの 1D系機能を利用して顧客情報を収集しこれ

を顧客管理に応用しようとする企業に多く見られるタイプであるが，その

主な原因としては次の事項が挙げられる。まず，カード発行枚数の増加を

図るために，クレジット・カードであれば審査基準を下げることで不良債

権の発生率が上昇したり，特典サービスを過度に付加したりしたために，

カード・ビジネスの収益構造に問題をきたすことである。また，決済系機

能が充実していないために，カードの利用率が上昇せず，スリーピング・

カードが大量に発生し，結局，充分な顧客情報が収集できないことになる。

さらに，情報収集と管理の対象となる顧客層が，決済型カードで扱おうす

る顧客層と対応していないという，カード種類の選択失敗とL、う問題もあ

る。加えて，カード発行・運営のノウハウがないために，これを他企業に

委託する場合には，顧客情報を収集できず，顧客管理も行えない結果にな

る危険性があるだろう。これらの問題は，主にカードの応用アイディアが

先行してしまい，展開しようとするカード・システムの基盤となる決済系

システムの整備がおろそかなっていることに，原因があると言えよう。

3.における問題は， 2.とは対照的に，カードの応用アイディアが欠落し

ており，カード・システムを構成する情報系システムが円滑に運営されて

いないことから生じている。このタイプのカード戦略を展開している企業

においては，決済システムの設計や運営に関してはノウハウが蓄積されて

いるために，現時点では収益性の点で問題は生じることは少ないが，カー

ドでどのような情報を収集しそれらをどのように利用していくかについ

て明確な政策ひいてはノウハウを持たないために，収集する情報に一貫性

がなく，重要な情報が欠落していたり，反対に闇雲に不必要なデータを収

集してしまい，最終的には情報の収集と分析過程において多大の非効率性

を露呈することになり，カードの応用形態としての会員ビジネスの運営が

困難になってしまう傾向がある。会員ビジネスを展開しようとする企業は

もちろんのこと，基本的にはカード ビジネスを展開する企業であっても，
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カード・ビジネスが多少なりとも会員ビジネス的性格を帯びることを考慮

すれば，カード戦略を会員ビジネス的視点で展開しなければ，長期的には

顧客ロイヤルティの獲得と維持を得ることは難しくなるであろう。

以下では，以上のような2つのビジネスから構成されるカード戦略を成

功裡に展開するための基本要件を検討する。

6.カード戦略成功のための基本要件

まず，カード・ビジネスは，決済系機能を中心に展開されるビジネスで

あるため，この成功のためには，決済系機能を整備し，これにより収益を

上げる視点が必要になる。決済機能の整備とは，商品取引における決済の

利便性を向上させることであり，種々の決済媒体の変換効用と移動効用，

ならびに複数決済媒体使用による複合効用を，費用対成果の視点から向上

させることが最重要課題となる。現在，カードに様々な特典を付加させ，

これをカードの差別化手段とする傾向があるが，この政策はあくまでも

カードの販促手段であることに留意する必要がある。カード・ビジネスに

おし、て根本となる提供商品は，決済機能の発動であり，これをいかに効率

的効果的に行えるかが第一義的な問題となる。従って，的確な決済機能の

設定と，決済機能の発動システムを支える下部構造(適切な審査基準の設

定や決済情報システムの整備など)の整備を通じた健全なシステム運営体

質の保持とが，カード・ビジネスにおける収益確保のための基本要件であ

る。

次に，会員ピジネスにおいて問題となるのは，顧客情報を正確かつ迅速

に収集できる顧客情報システムと，収集された情報を分析したうえで商品

・資金-情報管理へと還元できるシステムの整備である。カードないしは

それに類する手段により顧客の静態情報を入手した後に，カードないしそ

(8) 詳しくは，拙稿「マネー マーケテイング理論序説JW経済研究論集(広島経
済大学)jJ，第13巻第3号， 1990.9， pp.61-74を参照されたし、。
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れに類するものを所持あるいは使用する会員に対して，様々な特典を提供

したり，ダイレクト・メールを送付するというのは，会員ビジネスとして

は初歩の段階であり，最終的には，会員に関する種々の情報を動態的・体

系的に収集しつつ，商品・資金・情報管理を通じて顧客欲求に応えるシス

テムを形成することが，長期的で緊密な関係を顧客との聞に築き上げるた

めには必要となる。特に留意したいことは，顧客情報の把握レベル設定と，

レベルに応じた顧客情報収集手段の選択ないし組み合わせの問題である。

顧客情報の把握レベルの問題とは，第ーに，情報を把握したい顧客層の設

定問題であり，第二に，顧客の時系列的な動きを把握するための時間的範

囲の設定問題，第三に，商品・資金-情報管理に必要な顧客情報項目の設

定問題，である。これらの設定ι設定内容に応じた情報収集手段の選択
ないし組み合わせを誤ると，情報の陳腐化や偏向あるいは無駄が生じ，顧

客情報収集システムの運営が非効率的・非効果的なものに陥るだろう。さ

らに留意したL、点は，収集分析された顧客情報をマーケティング戦略へ還

元させるシステムの設計問題である。会員ビジネスの最終目的は，商品・

資金・情報管理を通じて顧客欲求に的確かつ迅速に対応することであり，

顧客情報収集システムは，あくまでもそのための手段であることを忘れて

はならないだろう。

7 .まとめ:カード戦略策定のための基本論理

以上の分析から明らかなように，カード戦略の策定にあたっては，以下

の事項が基本的な検討項目になるO

第一に，カードを媒体として企業が何を顧客に提供しようとするか，で

ある。換言すれば，カードにより展開したL、事業は，カード・ビジネスな

のか，会員ビジネスなのか，あるいはその融合形としてのカード・マーケ

ティングなのか，ということを決定する必要がある。

第二に，カードの発行目的に応じたシステム形成を行っているか，とい

う問題である。カード-ビジネスであれば決済系機能が円滑に発動できる
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システムが形成されているかどうか，会員ビジネスであれば，情報系機能

が効率的効果的に作動し，収集分析された情報が商品・資金-情報管理に

的確かつ迅速に還元されるシステムが形成されているかどうか，というこ

とを検討する必要がある。

第三の項目としては，以上の項目を検討する過程において，問題にすべ

きカードあるいはこれに代わる代替手段の選択ないし組み合わせを決定す

る問題がある。カード-ビジネスにおいて決済系機能の充実を図るのであ

れば，クレジット・カードや銀行POSカード，プリベイド・カードに加

え，現金での支払いをも考慮し，決済形態の取り揃えという観点から，単

にカードだけでなく多様な決済形態全体の中で，決済系機能を発動する媒

体を選択する必要がある。また，会員ビジネスであれば，情報を収集し，

商品・資金・情報管理おいて対応したL、顧客層を明確にしその顧客層に

応じたカードないしそれに類するものを取り揃える必要がある。収集する

のは静態情報か動態情報か，あるいは，顧客の属性情報か購買情報か，ま

た管理したいのは商品，資金，情報のどの分野であるのか，によって ID

型カードなのか，それとも決済系機能を付加したカードなのか，決済型カー

ドであってもどの決済形態なのか，を決定しなければならない。

以上の項目は，カード戦略を展開しようと試みている企業，あるいは既

に展開している企業すべてに共通して検討しなければならないものであ

る。カードは，あくまでも企業の抱えるマーケテイング戦略課題を解決す

るための代替案の一つで、あり，また，選択すべきカードの種類にも様々な

ものがあることを認識したうえで，自社のマーケティング戦略に最適な

カードないしはそれに代わる手段を選択し これを運営・活用するシステ

ムを構築することが望ましいと考えられる。カードは，マーケティング戦

略課題の有効な解決手段とはいえ，闇雲にこれを導入することは，これを

採用する企業の収益構造に問題を生じるだけでなく，社会全体における

カード・システムの健全な発達を阻害することになりかねない。有用な手

段とは，適切な選択と熟練のうえに，その効果を発揮するものであること
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を念頭に置くべきであろう。
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